
資料６

（別添参考資料）

参考資料参考資料



2

温室効果ガスが大量に排出されて大気中の濃度が高まり熱の吸収が増えた結果、
気温が上昇。これに伴い降水量の変動も増加、海面水位も上昇。

気候変動の影響気候変動の影響（温暖化が水資源に与える脅威）（温暖化が水資源に与える脅威）

飲料水
等の需
要拡大

海水の熱膨張気温上昇 水温上昇蒸発散量の増加

河川流出量の減少
流出時期の早まり

河川流出量の減少
流出時期の早まり

水需要時期の変化
水需要の増大

水需要時期の変化
水需要の増大

水質悪化水質悪化 地下水の
塩水化

地下水の
塩水化

塩水の
地下水位
上昇

河川流量の減少

濁水の発生
による水質悪化

濁水の発生
による水質悪化

豪雨の発生頻
度の増加

土砂の流出

極端な少雨
の発生

異臭味、
ろ過障害

河川取水
障害

河川取水
障害

塩水の
河川遡上

重金属、
栄養塩類
の溶出

水田、稲、農
地、作物等
からの蒸発
散量の増大

年降水量の変動増大
降水パターンの変化

海面の上昇
最大59cm上昇

稲作時期
の変更

水源池の
水循環停止

生態系
変化

植物プランクト
ンの増殖

積雪量の減少
融雪の早期化
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気候変動予測気候変動予測（（将来の降水量の変化（将来の降水量の変化（RCM20RCM20；；A2A2モデル））モデル））

冬期 春期

100年後の20年で2位（少雨）の期別降水量は、冬期は東日本から九州にかけて、春期は西日
本を中心に少なくなる。 ⇒ 将来、自然現象面では渇水リスクを高める。

※変化率：将来の期別降水量／現在の期別降水量
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・降雪量は、北海道から山陰にかけての日本海側を中心に大きく減少
・100年後の利根川上流域では、積雪深が大幅に減少

（出典：地球温暖化予測情報第6巻（気象庁））

年間降雪量の変化量
（2081～2100年平均値）-（1981～2000年平均値）

気候変動予測気候変動予測（積雪量）（積雪量）

水
換
算

㎜

100年後の積雪深の変化（藤原）
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10月1日 11月1日 12月1日 1月1日 2月1日 3月1日 4月1日 5月1日

積
雪
深

現況

将来

（cm）

（注）　1. 現在は、1992～2006年の積雪深の平均値
　　　　2. 将来は、約100年後（Model:RCM20、A2）
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気候変動気候変動の影響の影響（河川流量の変化イメージ）（河川流量の変化イメージ）

温暖化

降雪量：大幅減少
融雪：早期化

河川流出量：減少流出：早期化

無効放流
（有効に利用できない放流）

水需要期（代かき期）に
流量が減少

需要期の流量が不足
ダム枯渇

代かき期など水の需要期に流量が減少
従来の水利用パターンとはミスマッチが発生

春以降、少雨の月が続くと

代かき期が早まっても

ダムが満水の場合

温暖化後の河川流出量の状況（想定）

１月 ７月４月 １０月

無効放流の発生！

現況

将来

代かき期

河川流出量の減少

代かき期が早まった場合でも
需要期の流量が不足

流出時期の早まり

現況
将来

貯水できない ダム枯渇

満水

河
川
流
出
量

貯
水
量
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温暖化

水温上昇
（低下しない）

降雨パターン
の変化

土砂の流出

冬季結氷の減少
（透過光の増大）

遺骸が底層に沈積

水温躍層
の固定化

植物プランクトン増殖

底層DOの減少

湖内循環の減少

豪雨による
土砂崩壊

害虫の増加

大腸菌
の増加

農薬使用増加に伴う

農薬流入量増加

感染症への
影響の恐れ

水のおいしさ

水の安全面

気温上昇

（注）「地球温暖化と日本 第３次報告-自然・人への環境予測-」原沢英夫、西岡秀三編をもとに水資源部が加筆修正

化石燃料の
消費等

大気中の窒素
循環の変化

NO3-Nの
渓流水への流出

森林・土壌へ流入
（窒素飽和現象）

濁水の増大

鉄、マンガンの溶出

有害物質
の流入

有害物質の溶出河川DOの減少

都市域からの
窒素・リン

有害物質等流出増

処
理
に
伴
う
生
成
物

濁り

異臭味

着色

水の安全面

気候変動気候変動の影響の影響（水質への影響イメージ）（水質への影響イメージ）
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気候変動による新たなリスクへの対応気候変動による新たなリスクへの対応

基本的な考え方
将来の渇水リスクに対し、総合的な水資源マネジメントを適応策として推進

基本的視点
順応的対応
将来の変動を前提として、早い段階から長期的な視点に立ち、必要な適応策を順応的に講じる
節水型社会の構築
適応策の土台として、国民、利水者、企業等の各自が水を大切に使う節水型社会の構築。緩和
策にも貢献

：気象変動
の予測値渇

水
リ
ス
ク

現在過去 未来

モニタリング モニタリング モニタリング

適応策見直し

適応策見直し 適応策見直し
適応策見直し

予測の範囲

予測の範囲

精度の向上

精度の向上

予測の範囲

：適応策に
よって低減
されるリスク

適応策実施

モニタリング

順応的な対応のイメージ
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総
合
的
な
水
資
源
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト

～
安
全
で
安
心
な
潤
い
の
あ
る
水
の
恵
み
の
享
受
～

総合的水資源マネジメントを進める上での基本的視点総合的水資源マネジメントを進める上での基本的視点

震災・事故時、安全保障の観点から国民への
影響の最小化

人の生命・健康、おいしさ、人と水の関わり、
生物の生存基盤に大きな影響を及ぼす水質を
これまで以上に重視、量と質の一体的な取り
扱い

需給両面からのマネジメント
需要面では節水型社会の構築
供給面では、既存ストックの最大限活用
地表水と地下水が一体となったマネジメント

新たなリスクを基本的なリスクとして早い段階
から順応的に対応

気候変動リスクへの対応気候変動リスクへの対応

水資源の有効利用の観点からのマネジメント水資源の有効利用の観点からのマネジメント

量と質の一体的マネジメント量と質の一体的マネジメント

危機管理の視点からのマネジメント危機管理の視点からのマネジメント

震災・事故時リスクの高まり震災・事故時リスクの高まり

安全でおいしい水安全でおいしい水

水資源の有効利用水資源の有効利用

総合的水資源マネジメントを進める上での基本的視点

リ
ス
ク
管
理

リ
ス
ク
管
理

社会的要請

自然条件、社会条件の変化

量

の
対

応

量

の
対

応

質
へ
の
対
応

質
へ
の
対
応

量
の
対
応

量
の
対
応

気候変動等に対する
新たなリスク

気候変動等に対する
新たなリスク
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基本目標：安全で安心な潤いのある水の恵みの享受

理念：

総合的水資源マネジメント総合的水資源マネジメント
持続的な水活用社会

生態系

社会活動水循環

治水治水

地表水地表水 と 地下水地下水

水循環における水の
あらゆる形態・段階

水循環における水の
あらゆる形態・段階

土地利用土地利用

工業生産工業生産

エネルギー利用エネルギー利用

食糧生産食糧生産

地域の歴史・文化の保存地域の歴史・文化の保存

地域の活性化地域の活性化

健全な水循環系の構築

水資源

連携と調整
による最適
配分

利用と制御
による質・量
の確保

豊かな水環境

循環している水を社会活動を営むための水資源として、量と質を確保するための利用・制御
社会活動の各目的間の連携・調整による、最適な水資源配分

総合的水資源マネジメント

総合的マネジメント

理念、基本目標の実現に向け、生態系のための豊かな水環境に配慮しつつ、次のマネジメントを
行うこと

人と水との関わり人と水との関わり

※総合的とは、目的間、行政分野間、表流水と 地下水、質と量等複数の要素を包括的に扱うこと
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今後の社会変化による水需要への影響（大まかな試算）今後の社会変化による水需要への影響（大まかな試算）

シナリオ作成に当たっ
ての基本的な考え方

社会変化による水需要へ影響を及ぼす因子は、ほとんどが見通しを立てるの
が困難
飛躍的な技術革新は考慮せず、「人口減少（高位・中位仮定）」と「各用水へ大
きな影響を及ぼす因子」を組み合わせて、大まかな仮定に基づいた一つの試算

人口減少

温暖化

経済の
グローバル化世

界

日
本

人口増加と
食料需要増

生
活
用
水

快適指向による
一部使用水量増？

節水型機器の普及
（節水率20%）

人口減による需要減
（高位・中位仮定）※

外部サービス
利用の普及

海外流入
人口の増加

工
業
用
水

生産拠点の海外
展開国内回帰

水消費はさらに合理化［省力化・研究開発］
（回収率は現在のトレンド100年後は50年後と同じ）

国際的優位
業種の拡大

消費品目の変化

経済成長見通し（50年後の使用量はトレンド、100
年後は50年後と同じ）

食料自給率向上
（食料生産量は現状と同程度）

海外での穀物
需要の高まり

蒸発散量の増加
（20%増）

食生活の変化

凡例
シナリオ作成因子

（シナリオ作成上の仮定）

需要の影響分析

全 国

大
雪
ダ
ム

忠
別
ダ
ム

松
原
・

下
筌
ダ
ム

農
業
用
水

上流8ダム

江
川
・

寺
内
ダ
ム

上水
19%

工水
14%

農水67%

石狩川 筑後川利根川

上:工:農:維持
2%:4%:89%:5%

上:工:農:維持
0%:10%:90%:0%

上:工:農:維持
13%:2%:63%:22%

上:工:農:維持
0.1%:0%:0%:99%

上:工:農:維持
36%:1%:63%:0%

38%52%72%78%筑後川

35%48%70%77%全 国

38%53%77%84%利根川

40%55%75%82%石狩川

中位高位中位高位
100年後50年後将来の人口

（現在比）

高位 中位 高位 中位

石狩川 約65% 約60% 約44% 約32%

利根川 約67% 約62% 約42% 約31%

筑後川 約62% 約57% 約41% 約30%

全国 約60% 約55% 約40% 約30%

石狩川

利根川

筑後川

全国

石狩川

利根川

筑後川

全国

石狩川 約99% 約99% 約98% 約98%

利根川 約94% 約93% 約89% 約87%

筑後川 約96% 約96% 約94% 約94%

全国 約91% 約90% 約87% 約85%

100年後将来の水使用量
（現在との割合）

全体

生活用水

工業用水

農業用水

約90%程度

現状と同程度

50年後

（現在比）
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社会変化（人口減少等）、水利用の変化（かんがい期の変更、蒸発散量の増加）を
考慮した渇水発生日数（20年間）

社会変化、水利用の変化を踏まえた渇水リスクの評価社会変化、水利用の変化を踏まえた渇水リスクの評価

（注）
1. 東京大学気候システム研究センター（CCSR）の高分解能全球大気海洋結合モデルの計算結果（石狩川の50年後・100年後、

利根川の50年後・100年後、筑後川の50年後・100年後）を用いて、国土交通省水資源部が試算（取水制限は考慮していない）
2. 社会状況の変化は前頁の仮定を使用
3. 蒸発量増加(20%)：蒸発量増加に伴い農業用水の取水量が5%増加した場合

渇水が厳しくなる渇水が緩和される

渇水発生日数（ダム枯渇日数）は20年間による（現況：1981～2000年、50年後：2031～2050年、100年後：2081～2100年）

かんがい期の変更日数は、気温と最適収量の関係を踏まえた試算（※）による

※次項（参考）気候変動による水利用の変化（農業用水）参照

かんがい期パターン
（農業用水取水をずらす日数） ５０年後 １００年後 ５０年後 １００年後

0～10日早める 約30～70日 － 約30～70日 －

0～20日早める － 約20～100日 － 約20～90日

0～10日早める 約130～180日 － 約130～180日 －

0～20日早める － 約320～380日 － 約320～380日

0～40日早める 約100～110日 約10～50日 約90～100日 約10～40日

0～60日遅らせる 約90～120日 約0～10日 約80～110日 約0～10日

0～5日早める 0日 － 0日 －

0～30日遅らせる 約0日 － 約0日 －

0～100日早める 0日 － 0日

0～40日遅らせる － 約0～20日 － 0日

0～5日早める 約70日 － 約70日 －

0～30日遅らせる 約70～80日 － 約80日 －

0～100日早める － 約180～250日 － 約180～240日

0～40日遅らせる － 約220～260日 － 約210～260日

中位仮定

約30日

約30日

約70日

約50日

現況

約60日

高位仮定

筑後川

水系名

江川ダム
・寺内ダム

松原ダム
・下筌ダム

上流８ダム

忠別ダム

大雪ダム

石狩川

利根川


